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研究成果の概要： 
 
 本課題は、中国内陸農村の開発とコミュニティの「社会関係資本」の関係を明らかにするた

め、中部地域に属する二つのコミュニティにおける実態調査と比較分析を行った。ここから、

①村民生活の質を向上させるミクロな公共建設の実施には、微弱な社会関係資本であっても効

果を発揮しうること、②社会関係資本蓄積の器として、行政村レベルがふさわしい場合と自然

村レベルがふさわしい場合があること、③社会関係資本の変化に影響する要因として、公的財

政の動向やコミュニティの人材環流状況があること、などの諸点が見いだされた。 
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１．研究開始当初の背景 
 

(1)従来の研究 
 本課題の着想に至る過程で研究代表者の
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参加したプロジェクト名は、以下のようなも
のである。①平成 9-10 年度科学研究費補助
金(国際学術研究)「雲南省農村の市場発展過
程にかんする社会経済的研究」(研究代表者: 
東京大学大学院経済学研究科教授 中兼和
津次)，②平成 12-13 年度科学研究費補助金
[基盤研究(A)]「村長選挙に見る村民自治の進
展と中国の政治発展に関する学術調査」(研究
代表者: 静岡県立大学国際関係学部教授 菱
田雅晴)，③平成 15-16年度科学研究費補助金
[若手研究(B)]「中国村落の社会経済構造と自
治形式をめぐる地域間比較分析」(研究代表
者: 田原史起)，④平成 16-17年度科学研究費
補助金[基盤研究(A)]「グローバリゼーション
下における地域形成と地域連関に関する比
較研究」(研究代表者: 東京大学大学院総合文
化研究科教授 古田元夫)，⑤平成 17年度科
学研究費補助金[基盤研究(B)]「中国内陸地域
における農村変革の歴史的研究」(研究代表
者: 一橋大学大学院社会学研究科教授 三谷
孝)などである。これらの研究課題はすべて中
国農村でのフィールド・ワークとミクロ・デ
ータの収集を主体とし，コミュニティ・スタ
ディの方法を用いて農村政治，とくに村落政
治の特質について考察を行ったものである。 
 とりわけ上記②と③は本課題立案の経緯
に深く関わっている。②では，北京の X村を
事例として，村幹部の村外へと連なるネット
ワークが多額の資金導入を可能にすると同
時に，単一的な社会経済構造が強力なリーダ
ーシップを支えている点を明らかにした[「中
国農村における開発とリーダーシップ」『ア
ジア経済』第 46巻第 6号]。また③では，そ
こに山東 C村を加え，両地域の村落のデータ
を収集することを試みた。特に山東 C村の事
例からは，村有企業や請負地など「集団資産」
の存在が村を主体とする水利事業の推進を
可能とし，村落の公共的生活の核心をなして
いる点を明らかとなり[「水利施設とコミュニ
ティ」『アジア経済』第 50巻第 7号掲載予定]，
これらの発見に導かれるかたちで，中国の村
落政治の全体的特徴を素描する試みも行っ
た [「中国村落政治のアクター分析」佐々木
智弘編『現代中国の政治変容』アジア経済研
究所，2005年)]。総じて言えば，村落という
コミュニティの社会経済的構成が，村落公共
事業のあり方や，ひいては村落政治の特徴を
決定づけている点について，具体的データを
用いて明らかにすることができたといえる。 
 (2)新しい問題意識の形成 
 しかしながら，2005 年までの研究課題に
おいて不満の残る部分は少なくなく，また実
際の調査過程で新しく醸成された重要な問
題意識もあった。それが、「開発と社会関係
資本」の連関であり、この問題を集約的に表
現していると思われたのが、中部内陸地域の
農村であった。 

 中国農村の開発・公共事業の推進は，人民
公社が解体された 1980年代以降，現在に至
るまで，基本的に農村内部の財政力，労働力
の動員により，地域社会の自助努力で行われ
てきたといってよい。これは戦後日本におけ
る農村開発・農村公共事業が，政府主導によ
り公的財政の投入をもって行われたのとは
対照的である。 
 そうした中で、研究代表者が従来フィール
ドとしてきた北京，山東では、村が所有する
土地の経営による収入や集団企業からの収
入が村財政を潤し，開発の資金源として利用
されている。他方で、同じ内陸部でも西部地
域に属する農村においては，1990年代後半よ
り、いわゆる「西部大開発」が展開され，貧
困地域を対象としたインフラや教育に対す
る公的財政の投入も増加してきている。これ
らに対し，集団経済からの収入に乏しく，ま
た公的財政の恩恵にも与ることが出来ない
内陸部の中部地域に属する農村では，開発・
公共事業の資金源は乏しい現状にある。沿海
と内陸の不均衡な発展状況，公的財政がカバ
ーできる範囲の小ささなどの条件，また域内
に抱える農村人口の規模から考えても，中国
の「三農問題」の特質をもっとも集約的に反
映しているのが中部内陸地域だといえる。 
 こうした環境下にあって，中部内陸農村で
は当該コミュニティ内部の諸条件が，開発の
正否を大きく左右することになってきてい
る。すなわち，近年になって開発援助の世界
でも盛んに議論されるようになった，信頼や
規範，ネットワークなどの現地社会における
「社会関係資本」(social capital)の蓄積度
合いが，非常に大きなファクターとして中部
農村の発展を左右することになる。農村経済
の根底を支える道路・水利などの建設は農村
社会内部の自生的な働きにゆだねられて，開
発の主体となる農村リーダーが生まれると
ともに，大多数の住民が公共的事業を自分た
ちの事業と認識できるか否かが，当該コミュ
ニティの発展を大きく規定するのである。 
 しかしながら，同時に、一部の研究者が指
摘するように，中部内陸地域の農村住民の社
会関係は，「原子化」した(=アトミックな)状
態となっており，住民相互を結びつける社会
的紐帯の断絶と住民関係の希薄化が，公共事
業の遅滞による経済の衰退はもちろん，社会
治安や老人扶養に至るまで様々な問題の根
元をなしている点が指摘されている。本課題
の調査地点の一つ，湖北省はこうした状況の
典型と見なされる。他方で，もう一つの調査
地点である江西省農村では、伝統的な父系血
縁集団として「宗族」の働きが顕著であり，
この伝統的紐帯の組織力を活かした公共事
業が行われる事例も報告されている。江西で
は外地への出稼ぎ者も，故郷のコミュニティ
から離脱するのではなく，その外地でのネッ



トワークと資金を活かして地元コミュニテ
ィで創業するなど，コミュニティを意識した
村民の「内向き」の行動の傾向性が指摘され
てきている。つまり江西では，宗族という伝
統的紐帯に端を発するコミュニティの人間
関係が，一つの「社会関係資本」として蓄積
されており，湖北など他の中部地域農村が解
決できずにいる開発の課題を処理する能力
を備えさせているものと思われた。 
それでは実際のところはどうなのか。経済
的資源に恵まれない大部分の中部内陸農村
において，公共建設はいかなるコミュニティ
の「力」によって推進されているのか，ある
いはされていないのか。この点が農村開発の
観点からは避けて通ることができない疑問
となってきた。沿海，都市近郊農村のような
集団資産を媒介とし経済的な分配を通じた
人々のまとまりをモデルとするのではなく，
あくまで中部内陸農村を対象としながら，コ
ミュニティ内部において活用可能な社会関
係資本の蓄積モデルを構築する必要がある
と考え，本研究課題の立案に至った。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は，発展途上国における農村
開発の道筋について，コミュニティ内の資源
動員を可能にする「社会関係資本」活用の可
能性を提示することにある。 
 
３．研究の方法 
 
以上の研究目的を達成するために，我々は
中国の中部内陸地域に属する湖北・江西両省
の農村において、集中的な現地調査を実施し
た。 

(1)平成 18年度における準備作業 
 平成 18 年度については本研究の準備年度
として，以下の①，②，③の活動を同時並行
的に進め，それぞれ微調整を行いながら研究
の焦点を絞り込み，3 年間の研究の基礎固め
を行った。 
 ①文献資料収集とデータベース化 
 ②現地での予備調査 

(a) 調査地の選定 
 湖北省沙洋県，江西省余干県を対象に，そ
れぞれ 1つの村落を選択し，北京，山東と同
様の項目について初歩的な予備調査を実施
した。 
 (b)村落基本状況の把握 
 実際に現地に赴き、調査地の村落社会に固
有のコンテキストについて基本的な理解を
得た。たとえば，自然村の構成や宗族の分布
や活動などの社会的な要素，土地経営，農業
経営，郷鎮企業，農家副業，出稼ぎなどの経
済的な要素である。そのほか、老人協会や農
村女性のネットワーク化の動きなど，近年，

新しく立ち上がっている住民組織化に関す
るデータを収集した。 
 ③問題意識の統合 
 ①，②の作業過程で各人が得た知見につい
ては，年二回の研究会を開催して意見交換を
行った。 
 (2)平成 19 年度における現地調査の本格的
展開，記録の整理とデータベース化 
 現地調査を全面的に展開し，湖北農村およ
び江西農村における開発・公共事業と村落の
社会関係資本をめぐる地域的特徴というも
のを丹念に掘り出した。その際には，幹部や
村民への聞き取り，参与観察法，農家戸別調
査，歴史資料の参照など，コミュニティ・ス
タディで用いられる方法が駆使される。 
 (3)平成 20 年度における比較による理論構
築と開発分野への還元 
 最終年度においては，「地域間比較」の視
点から，以下の三つのレベルでの理論化作業
に着手する予定であった。第一に，同じ中部
内陸地域に属する湖北と江西の比較により，
異なる社会関係資本が，それぞれどのような
地域開発のパターンを指し示すのかが問わ
れよう。第二に，従来の研究成果から得られ
た北京，山東(沿海)の知見と，本課題で得ら
れるはずの湖北，江西地域(中部内陸)の比較
である。第三に，他の途上国の事例に現れた
開発と社会関係資本の関係と，中国の事例と
の比較である。現時点で実際に着手できてい
るのは、第一のレベルの比較である。 
 
４．研究成果 
 

(1)湖北農村の開発と社会関係資本 
湖北の実態については、連携研究者の阿古
が「水利・土地関係からとらえる中部内陸農
村の社会関係資本」(『近きに在りて』第 55
号)を執筆した。この論考は、湖北 X村の周
辺でみられる農田灌漑システムの崩壊、耕作
放棄をした出稼ぎ者の帰郷と耕地返還要求、
さらに娯楽・祝儀の習慣の変化に見られる拝
金主義的傾向などから、湖北のコミュニティ
では総じて社会関係資本が衰退している現
状についてリアルに描写したものである。た
だし、最終年度の年度末に行った補充調査で
は、湖北 X村においても村レベルの「集団経
済」が存在し、村幹部がこれを元手として集
団の負債を返済するなど、ガバナンスの実態
をめぐる重大な事実が発見された。 

(2)江西農村の開発と社会関係資本 
江西については、研究代表者の田原が、「道
づくりと社会関係資本―中国中部内陸農村
の公共建設」(『近きに在りて』第 55号)を執
筆した。そこでは、江西H村の周辺でみられ
た村民自身の力による小規模な道路建設を
めぐる複数の事例を検討し、①現地における
「出稼ぎ経済」、②道づくりの規模、③税費



改革後の公的資金導入の可能性、などが複雑
に絡み合い、コミュニティの社会関係資本、
ひいては公共建設の成否に影響を与えてい
る点を指摘した。 

(3)比較と結論 
 二つのコミュニティの比較分析の結果は
以下の通りである。三点の大きな疑問に回答
するかたちで示しておきたい。 
 第一に、「原子化」概念と社会関係資本の
関係はどのようなものか。この点について、
研究開始の当初、暗黙の前提としていた次の
ような図式は、現地調査の過程で打ち砕かれ
た。すなわち、湖北農村は「原子化」してい
るといわれ、したがって社会関係資本の蓄積
もゼロであり、他方で、江西農村においては
宗族の聚居と活動がみられることによって
豊富な社会関係資本を持つ、という図式であ
る。実際のところ、両コミュニティは共に、
多くの出稼ぎ者を輩出し、人材の空洞化が起
こり、自発的な結社にも乏しい分散的な農業
コミュニティである点において共通してい
た。それにも関わらず、二つのコミュニティ
では、微弱ながらも農家間の協調行動が観察
され、したがって両地には「ある程度の」社
会関係資本が蓄積されている、と結論づけざ
るを得ない。したがって X村においても社会
関係資本がゼロであると結論づけることは
できない。以上のような意味で、悲観的なニ
ュアンスの強い「原子化」概念の使用に当た
っては、一定の注意が必要であることが分か
る。 
 第二に、それでは二つのコミュニティから
見いだされた社会関係資本はどのようなも
のであったか。本課題では、社会関係資本を
橋渡し型の「つながり」と内部結束型の「ま
とまり」に区別し、両者の連関の仕方や資本
の蓄積されるレベルに着眼した。この点に関
してはまだ仮説の域を出るものではないが、
X村とH村のガバナンスの違いは、「まとま
り」資本の比較的多く蓄積されたレベルが、
行政村レベル(X村)なのか、自然村レベル(H
村)なのか、そのレベルの違いにある。X村で
は、村幹部の債務返済努力や老人協会組織化
の試みは行政村レベルに現れていたが、H村
における道路建設は、ことごとく自然村レベ
ルに現れていた。ただし、これらの「まとま
り」資本の蓄積過程で、「つながり」資本の
存在が重要な役割を果たしていた点におい
て、二つのコミュニティには共通点がみられ
た。 
 第三に、社会関係資本の蓄積や減却に影響
を与える要因は何か。これについては、コミ
ュニティと外部環境、とりわけ①公的財政の
動向、および②人的環流の動向が影響を与え
ている点が見いだされた。①について、ポス
ト農業税時代の公的財政の拡張や新農村建
設プロジェクトの推進が、外部からの経済的

資本の投入を増加させ、このことがコミュニ
ティの協調行動の容易さを変化させること
で、社会関係資本に対しても蓄積、減却の双
方向に働く複雑な影響を与えていることが
わかった。これも、「外部資源に乏しい」点
を中部の特徴として想定していた当初の前
提を打ち砕く発見であった。②について、村
民の外地就業やUターンなど状況も、当地の
社会関係資本の蓄積パターンに大きな影響
を与える。「出稼ぎ経済」で成り立つ両村に
おいて、人材の流出は、短期的には「まとま
り」資本の減却をもたらしていたが、中期・
長期的に見れば橋渡し型の「つながり」資本
の蓄積をもたらす可能性もある。それは道づ
くりのリーダーが外地経験者であったこと
や、「第三種力量」による老人協会の援助な
どからも示唆される点である。2008年以降
の世界金融危機は、一部の農村では人材のU
ターンを促進し、社会関係資本の蓄積をもた
らすかも知れないが、少なくとも我々の二つ
のコミュニティにおいて金融危機後の変化
は見られなかった。 
 (4)展望 
 以上の成果は、中国内陸部の農村発展に対
して実践的なインプリケーションを提出し
たものであるとともに、途上国一般の開発の
文脈における社会関係資本論に対しても理
論的インパクトは小さくないはずである。今
後の展望としては、同様の方法的視角を用い
て、中国西部内陸農村の調査と分析に歩を進
めることにより、コミュニティの比較研究を
より全面的ならしめることを計画中である。 
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